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企業

顧客

調達先

地域

社会

従業員

株主

投資家

地球

環境

ESG投資家の増大
個人投資家もSDGS
を評価

消費者（SDGSを学んだ
世代）

サプライチェーン
全体の評価

少子高齢化の中での人材
確保（SDGSを学んだ世代）

なぜ企業がゼロカーボンに取り組むか？
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出典 環境省

気候変動は、全社の経営戦略として取り組む必要性



ESG金融の拡大

（出典）環境省
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企業

金融 社会問題解決

ESG投資
中長期的企業価値

の向上
（ポジティブインパクト）

＝持続可能な経営モデ
ル

CSR
企業の社会的責任

の向上
（ネガティブインパク

トの排除）
デル

共通の言語

ESG活動
投融資等を通じた
社会課題解決の
金融サービス

サスティナブルファイナンス とは
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金融審議会ディスクロージャーワーキンググループ報告(2022年６月）
の概要

昨今のサステナビリティを巡る経済社会情勢を踏まえ

有価証券報告書に非財務情報の記載の充実：
サスティナビリティ情報の記載欄を新設

金融庁は内閣府令を改正し、

企業の気候変動リスクに関する開示を義務付け。
上場企業や非上場企業の一部の約4000社が提出する有価証券報告書
に記載を求める。

法的な拘束力を持つ有価証券報告書で一定のルールに基づく開示を
義務付け、企業の取り組みを加速させるとともに、国内外の投資家の判
断材料とする。

企業の気候変動リスクの開示の義務付け



（出典）金融庁



（出典）金融庁
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●金融安定理事会（FSB）において、気候変動は金融システムに対してリーマンショック並
みの大きなリスクと認識
●2015年12月気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）を設置
＝企業の気候変動への取り組みや影響などの財務情報を開示するためのタスクフォース」

●2017年に投資家が企業の気候関連リスク・機会を適切に評価するための開示フレー
ムワークを提言

TCFDとは？

出典 環境省（２０２１年３月）TCFDを活
用した経営戦略立案のススメ

TCFDとは



気候危機と企業のリスクの例

気候関連リスク

自然災害によるサプライ
チェーンの寸断

例：多くの日本企業が2011年タイ洪

水によって生産拠点の長期の浸水、
サプライチェーン寸断の影響を受け
た

物理的リスク
急性 損害保険会社の自然災害の

保険金支払額の増大

気候変動による風水害の被害の増
大による影響

(出典）読売新聞
2021.5.28

環境規制の強化

例：EUは2035年にガソリンなどで走るエンジン車の

新車（再生可能エネルギー由来の水素と二酸化炭
素からつくられる合成燃料「e―Fuel（イーフューエ
ル）以外）」を原則販売禁止

移行リスク
政策・法規制



脱炭素経営の広がり

TCFD

・投資家等に適切な投資
判断を促すために、
気候関連財務情報開示

（機会とリスク）を企業等
へ促進すること目的。

・金融安定理事会の下に
設置

SBT

・パリ協定の目的達成を
目指した削減シナリオと
整合した目標の設定、実
行を求める国際的なイニ
シアティブ

・国際NGO（CDP, WRI,
Global Compact、WWF）
が運営

RE100

・企業自らの事業の使用
電力を100%再エネで賄う

ことを目指す国際的なイ
ニシアティブ

・ 国際NGO（The Climate 
Group CDP,）が運営



脱炭素経営の広がり （2023年９月30日現在）

（出典）環境省



自らの事業活動に伴う排出（Scope1/2）だけではなく、原材料・部品調達や製品の
使用段階も含めた排出量（Scope3）の開示と削減目標を示すことが求められている

（資料） 環境省「SBT説明資料」より筆者作成

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出(燃料の燃焼、工業プロセス)
Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)

TCFD、SBTが求める温室効果ガス排出量の開示の範囲



SBTの運営機関

パリ協定（世界の気温上昇を産業革命前より2℃を十分に下回る水準（Well 
Below 2℃：WB2℃）に抑え、また1.5℃に抑えることを目指すもの）が求める水準と
整合した、5年～15年先を目標年として企業が設定する、温室効果ガス排出削減

目標のこと。

基準年
年

目標年

2℃

WB2℃

1.5℃

傾き2.5%/年(必須)
(2022年7月14日までは可、

以降は不可)

傾き4.2%/年(推奨)

温室効果ガス排出量 SBTi Criteria and Recommendations Version 4.2及び2021年7月15日のニュースリリースに準拠

2℃水準
WB2℃水

準
1.5℃水準

：傾き1.23～2.5%/年
：傾き2.5～4.2%/年
：傾き4.2%/年～

傾き1.23%/年

（出典）環境省



SBTの運営機関

⚫ 企業が①投資家、②顧客、③サプライヤー、④社員などのステークホルダー
に対し、持続可能な企業とアピールすることで、評価向上やリスクの低減、
機会の獲得といったメリットにつなげられる。

⚫ SBTは、気候科学に基づく「共通基準」で評価・認定された目標であるため、
「パリ協定」に整合していることが分かり易い。

SBTはパリ協定に整合する持続可能な企業
であることをステークホルダーに対して

分かり易くアピールできます



RE100とは？

2014年に結成した、事業を100％再エネ電⼒で賄うことを⽬標
とする企業連合 

（出典）環境省資料



RE100の認定要件

（出典）環境省資料



中小企業向け 再エネ100宣言  

再エネ100宣言 RE Actionとは、企業、自治体、教育機関、医療機関等の団体が使
用電力を100％再生可能エネルギーに転換する意思と行動を示し、再エネ100％
利用を促進する枠組み

主な活動内容
•参加団体による再エネ100％宣言
•再エネ100％実践支援
•情報発信

再エネ100宣言 RE Actionとは ｜ 再エネ100宣言 RE Action (saiene.jp)

https://saiene.jp/about
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中小企業の脱炭素経営の重要性

出典 経済産業省資料

中小企業の温室効果ガス（GHG）排出量は1.2億t～2.5億tと推計され、日本
全体の GHG排出量のうち１割～２割弱を占める



中小企業の脱炭素経営のメリット

省エネによる
コスト削減

訴求力の向上

資金調達手段
の獲得

競争力向上
知名度の向上

エネルギー使用量を把握して削減ポテンシャルを検証、
計画的・効果的 な投資やプロセス改善により、一層の省
エネ・省CO2、さらにエネルギーコ ストを削減。 

・金融機関がESG投資を推進。温暖化対策の状況を加味
し た融資条件の優遇等を受けられる機会が拡大

・ 取引先企業から選択されやすくなり、既存の取引先と

の強固な関係性の構築。新規の取引先開拓にもつなが
り得る。 
・ 製品単位の排出量見える化が進めば、製品の差別化
を行うことができる。

・気候変動という社会課題に取り組む姿勢を示すことで、

社員の信頼や共感を獲得。外部から評価されることで社
員のモチベーション向上に。気候変動問題への関心が
高い人材からの 共感・評価が得られ、人材獲得力の強
化

社員のモチ
ベーションの

向上

人材獲得力の
向上
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